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〔議第１号〕 

   美濃加茂市看護師修学資金貸与条例について   

    【議案書：１頁】 

◎ 条例制定の趣旨 

  今後、高齢化社会が進行し、医療を必要とする人が増えることが見込まれる

中で、医療を支える人材は、人口減少に伴い減少していくことが予想されます。

  将来を見据え、安定した地域医療体制を確保するため、看護師として市内医

療機関において看護業務に従事する意思のある修学生に修学資金を貸与する

ための条例を制定するものです。 

◎ 条例の概要 

〇 貸与の対象者 次に掲げる要件のいずれにも該当する者  

(1) 養成施設（保健師助産師看護師法（昭和２３年法律第２０３号。以下

「法」という。）第２１条第１号に規定する大学、同条第２号に規定する

学校及び同条第３号に規定する看護師養成所）に在学し、当該施設の長の

推薦を受けた者 

(2) 看護師（法第５条に規定する看護師）として、市内医療機関（医療法（昭

和２３年法律第２０５号）第１条の５第１項に規定する病院及び同条第２

項に規定する診療所）において看護業務に従事する意思のある者 

(3) 他地方公共団体の同種の資金の貸与を受けていない者又はその見込み

のない者 

〇 貸与の額 月額３０，０００円以内で市長が定める額 

〇 貸与期間 養成施設の修学期間の範囲内で貸与契約で定める期間 

〇 貸与金の返還の免除 次のいずれかに該当した場合 

(1) 養成施設の卒業後１年２か月以内に看護師免許を取得し、直ちに市内

医療機関において看護業務に従事し、その従事期間が修学資金の貸与を

受けた期間に相当する期間に達したとき。 

(2) 看護業務の従事期間又は養成施設在学中に死亡したとき。 

◎ 施行期日（附則） 

この条例は、令和７年４月１日から施行します。
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〔議第２号〕 

   美濃加茂市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条

例の一部を改正する条例について 

【議案書：５頁】 

◎ 改正の概要 

放課後児童支援員の人材確保に資するため、放課後児童支援員の要件を改

正します。 

◎ 改正の主な内容 

〇 放課後児童支援員の要件の改正（第１０条関係） 

放課後児童支援員の要件には、都道府県知事が行う研修を修了する必要

がありますが、この研修に指定都市、中核市が行う研修を追加します。 

また、研修を修了したものに、研修計画を定めた上で、業務に従事するこ

ととなった日から２年以内に当該研修を修了することを予定している者を

含むように改正します。 

◎ 施行期日（附則） 

この条例は、令和７年４月１日から施行します。 
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〔議第３号〕 

美濃加茂市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例及び

美濃加茂市学校給食センター設置条例の一部を改正する条例について 

   【議案書：７頁】 

◎ 改正の概要 

〇 法改正情報１ 

公布された法令 地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を

図るための関係法律の整備に関する法律（令和６年法

律第５３号） 

条例改正に影響

する施行日 

令和７年４月１日 

改正された法令 栄養士法（昭和２２年法律第２４５号） 

条例改正に影響

する条 

第５条の３ 

〇 法改正情報２ 

公布された法令 児童福祉施設の設備及び運営に関する基準等の一部を

改正する内閣府令（令和６年内閣府令第１０９号）

条例改正に影響

する施行日 

令和７年４月１日 

改正された法令 家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準（平成

２６年厚生労働省令第６１号）

条例改正に影響

する条 

第１６条 

〇 条例改正趣旨

栄養士法及び家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準の改正に

伴い、所要の改正を行うものです。 

◎ 改正の主な内容 

第１条 美濃加茂市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定め

る条例の一部改正 

〇 職員配置基準の改正（第１７条関係） 

「栄養士」を「栄養士又は管理栄養士」に改めます。 

 第２条 美濃加茂市学校給食センター設置条例の一部改正 

 〇 設置根拠の明確化（第１条関係） 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２
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号）第３０条の教育機関として設置することを明記します。

 〇 職員の配置と職務の改正（第４条及び第５条関係） 

「栄養士」を「栄養士又は管理栄養士」に改めます。 

◎ 施行期日（附則） 

この条例は、令和７年４月１日から施行します。
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〔議第４号〕 

美濃加茂市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準

を定める条例及び美濃加茂市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準

を定める条例の一部を改正する条例について 

   【議案書：１０頁】 

◎ 改正の概要 

〇 法改正情報 

公布された法令 子ども・子育て支援法施行規則等の一部を改正する内

閣府令（令和７年内閣府令第７号） 

条例改正に影響

する施行日 

令和７年４月１日 

改正された法令 〇特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに

特定子ども・子育て支援施設等の運営に関する基準

（平成２６年内閣府令第３９号。以下「内閣府令」

という） 

〇家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準（平

成２６年厚生労働省令第６１号。以下「厚生労働省

令」という。） 

条例改正に影響

する条 

〇内閣府令第３７条、第４２条及び附則第５条 

〇厚生労働省令第６条及び附則第３条 

〇 条例改正趣旨

内閣府令及び厚生労働省令の改正に伴い、所要の改正を行うものです。

◎ 改正の主な内容 

第１条 美濃加茂市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に

関する基準を定める条例の一部改正 

〇 特定教育・保育施設等との連携の改正（第４３条関係） 

集団保育の体験や相談、助言等に係る連携施設との協力体制の確保を

適用しないことができる要件と、代替保育の提供に係る連携施設との協

力体制の確保を適用しないことができる要件を加えます。 

 〇 連携施設に関する経過措置の改正（附則第５条関係） 

「１０年」を「１５年」に改めます。 

 第２条 美濃加茂市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定め

る条例の一部改正 

 〇 保育所等との連携の改正（第７条関係） 
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集団保育の体験や相談、助言等に係る連携施設との協力体制の確保を

適用しないことができる要件と、代替保育の提供に係る連携施設との協

力体制の確保を適用しないことができる要件を加えます。 

 〇 連携施設に関する経過措置の改正（附則第３条関係） 

「１０年」を「１５年」に改めます。 

◎ 施行期日（附則） 

この条例は、令和７年４月１日から施行します。
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〔議第５号〕

美濃加茂市国民健康保険条例の一部を改正する条例について 

【議案書：１８頁】 

◎ 改正の概要 

〇 法改正情報 

公布された法令 国民健康保険法施行令の一部を改正する政令（令和７年

政令第３２号） 

条例改正に影響

する施行日 

令和７年４月１日 

改正された法令 国民健康保険法施行令（昭和３３年政令第３６２号） 

条例改正に影響

する条 

第２９条の３、第２９条の４の３及び第２９条の７ 

〇 条例改正趣旨 

  国民健康保険法施行令の一部を改正する政令が令和７年２月７日に公布

され、国民健康保険料の賦課限度額、軽減判定所得基準が引き上げられたこ

とに伴い、所要の改正を行うものです。 

◎ 改正の主な内容 

〇 賦課限度額の引上げ（第２０条、第２０条の７、第３２条及び第３２条の

４関係）

国民健康保険の保険料の基礎賦課額に係る賦課限度額を現行の６５万円

から６６万円に、後期高齢者支援金等賦課額に係る賦課限度額を現行の２４

万円から２６万円に引き上げます。 

所得の高い世帯の負担が増え、中間所得層の世帯の負担増加を抑えること

になります。 

〇 軽減判定所得基準（第３２条関係） 

   低所得者に対し被保険者均等割額及び世帯別平等割額を軽減する所得判

定基準について、５割軽減の基準については被保険者数に乗ずる金額を２９

万５千円から３０万５千円に、２割軽減の基準については被保険者数に乗ず

る金額を５４万５千円から５６万円に引き上げます。 

   軽減に該当する世帯が増えるため、所得の低い世帯の負担が減ることにな

ります。  

◎ 施行期日等（附則） 

〇 施行期日（第１項） 

この条例は、令和７年４月１日から施行します。 

〇 経過措置（第２項） 
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改正後の美濃加茂市国民健康保険条例の規定は、令和７年度以後の保険料

から適用し、令和６年度までの保険料は従前の例によるものとします。 
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〔議第６号〕 

   美濃加茂市営住宅の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例につい

て 

【議案書：２３頁】 

◎ 改正の概要 

市営住宅における連帯保証人制度を廃止します。現在、市営住宅への入居

時には連帯保証人が必要ですが、住宅困窮者が連帯保証人を確保できない

ことから、市営住宅への入居に支障が生じることがないよう、条例を改正し

ます。 

また、近年の身寄りのない単身高齢者等の増加を背景に国土交通省通知

（平成３０年３月３０日付国住備第５０３号、令和２年２月２０日付国住

備第１３０号）により、住宅困窮者の公営住宅への入居に支障が生じること

のないように適切な対応を求める通達がありました。この通達を受け、県内

市町村においても連帯保証人の制度を廃止する動きが進んでいます。 

◎ 改正の主な内容 

○ 連帯保証人の廃止（第１１条関係） 

   住宅への入居手続きに際し、連帯保証人１人の連署する契約書を提出す

ることとしていますが、連帯保証人の連署を必要とする旨の記載を削除し

ます。 

◎ 施行期日等（附則） 

○ 施行期日（第１項） 

   この条例は、令和７年４月１日から施行します。 

○ 経過措置（第２項） 

   この条例による改正後の美濃加茂市営住宅の設置及び管理に関する条例

の規定は、この条例の施行の日以後に第８条第２項に規定する入居者の決

定及び第１３条第１項に規定する入居の承継の承認がされた者について適

用し、同日以前に入居者の決定及び入居の承継の承認がされた者について

は、なお従前の例による。 
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〔議第７号〕 

   美濃加茂市都市計画税条例及び美濃加茂市情報公開・個人情報保護審査会条

例の一部を改正する条例について 

【議案書：２６頁】 

◎ 改正の概要 

○ 法改正情報 

公布された法令 情報通信技術の活用による行政手続等に係る関係者の

利便性の向上並びに行政運営の簡素化及び効率化を図

るためのデジタル社会形成基本法等の一部を改正する

法律（令和６年法律第４６号） 

条例改正に影響

する施行日 

情報通信技術の活用による行政手続等に係る関係者の

利便性の向上並びに行政運営の簡素化及び効率化を図

るためのデジタル社会形成基本法等の一部を改正する

法律の施行期日を定める政令（令和６年政令第３６２

号） 令和７年４月１日 

改正された法令 行政手続における特定の個人を識別するための番号の

利用等に関する法律（平成２５年法律第２７号） 

条例改正に影響

する条 

第２条 

○ 条例改正趣旨 

法の改正により、項ずれが生じたため、所要の改正を行うものです。 

◎ 改正の主な内容 

第１条 美濃加茂市都市計画税条例の一部改正 

 〇 引用条文の改正（附則第７項関係） 

附則第７項第１号中の引用する「同条第１５項」を「同条第１６項」に改

めます。 

第２条 美濃加茂市情報公開・個人情報保護審査会条例の一部改正 

〇 引用条文の改正（第４条関係） 

第４条第７号中の引用する「第２条第９項」を「第２条第１０項」に改め

ます。 

◎ 施行期日（附則） 

この条例は、令和７年４月１日から施行します。 
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〔議第８号〕 

美濃加茂市非常勤消防団員に係る退職報償金の支給に関する条例の一部を改

正する条例について 

【議案書：２８頁】 

◎ 改正の概要 

〇 法改正情報 

公布された法令 消防団員等公務災害補償等責任共済等に関する法律施行

令の一部を改正する政令（令和６年政令第３９４号） 

条例改正に影響

する施行日 

令和７年４月１日 

改正された法令 消防団員等公務災害補償等責任共済等に関する法律施行

令（昭和３１年政令第３４６号） 

条例改正に影響

する条等 

別表 

〇 条例改正趣旨

非常勤消防団員の処遇改善を図るため、消防団員等公務災害補償等共済基

金又は指定法人が市町村に支払う消防団員退職報償金の勤務年数区分に、新

たに「３５年以上」区分が追加になるため、美濃加茂市非常勤消防団員に係

る退職報償金の支給に関する条例の退職報償金支給額表の勤務年数につい

て、改正前の勤務年数にあわせ、「３０年以上」を「３０年から３４年」に細

分化し「３５年以上」を追加するものです。 

◎ 改正の主な内容 

〇 非常勤消防団員に係る退職報償金支給額表に勤務年数区分の追加（別表）

 【改正前】

階級

勤務年数 

団員 部 長 及 び

班長 

副分団長 分団長 副団長 団長 

千円 千円 千円 千円 千円 千円

５年～２９年 省略 省略 省略 省略 省略 省略

３０年以上 ６８９ ７３４ ８０９ ８４９ ９０９ ９７９

【改正後】

階級

勤務年数 

団員 部 長 及 び

班長 

副分団長 分団長 副団長 団長 

千円 千円 千円 千円 千円 千円

５年～２９年 省略 省略 省略 省略 省略 省略

３０年 ６８９ ７３４ ８０９ ８４９ ９０９ ９７９
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３１年 ７０９ ７５４ ８２９ ８６９ ９２９ ９９９

３２年 ７２９ ７７４ ８４９ ８８９ ９４９ １０１９

３３年 ７４９ ７９４ ８６９ ９０９ ９６９ １０３９

３４年 ７６９ ８１４ ８８９ ９２９ ９８９ １０５９

３５年以上 ７８９ ８３４ ９０９ ９４９ １００９ １０７９

◎ 施行期日等（附則） 

〇 施行期日 

この条例は、令和７年４月１日から施行します。 

〇 経過措置 

この条例による改正後の別表の規定は、この条例の施行の日以後に退職する

非常勤消防団員について適用し、同日前に退職した非常勤消防団員について

は、なお従前の例によるものとします。 
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〔議第９号〕 

   美濃加茂市職員の分限に関する条例の一部を改正する条例について 

【議案書：３０頁】 

◎ 改正の概要 

人事評価による職員の分限処分を実効性のある制度とするため、職位に相

応しい能力発揮ができていない職員を分限処分の対象とするよう基準を見直

すものです。 

◎ 改正の主な内容 

〇 処分対象基準の改正（第２条、第７条及び第８条関係） 

これまで能力評価と業績評価による全体評語が最下位の段階である場合

の職員を対象としていましたが、職位に相応しい能力発揮ができているこ

とが適切な組織運営を行う上で重要なことであるため、分限処分の対象と

なる基準は業績評価を含めず能力評価を重視することに変更します。 

◎ 施行期日（附則） 

この条例は、令和７年４月１日から施行します。 
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〔議第１０号〕 

   美濃加茂市職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例について 

【議案書：３３頁】 

◎ 改正の概要 

   令和６年８月８日に行われた人事院勧告に基づき、「社会と公務の変化に

応じた給与制度の整備」として、時代の要請に即した給与制度への抜本的な

転換を図ることを目的として諸手当等の改正を行います。 

◎ 改正の主な内容 

 第１条 美濃加茂市職員の給与に関する条例の一部改正 

 〇 扶養手当の改定（第１０条関係） 

社会と公務の変化を踏まえ、配偶者に係る扶養手当を廃止します。一方、

子に要する経費の実情や、少子化対策が推進されていることを踏まえ、子に

係る扶養手当額を１３，０００円に引き上げます。 

〇 地域手当の改定（第１１条の２関係） 

職員に地域手当３％を支給します。 

 〇 管理職員特別勤務手当の改定（第１９条の２関係） 

 時間外勤務手当が支給されない管理職員について、災害への対処など他

律的な事由により深夜に及ぶ勤務を行った場合に、適切な処遇を確保する

観点から支給対象時間帯を拡大し、午後１０時から午前５時までとします。

 〇 定年前再任用短時間勤務職員等に支給する手当について（第１９条の３

関係） 

複雑・高度化する行政課題に的確に対応するため、高齢層職員の能力及び

経験の活用が進められてきており、給与面でも更に支援する必要があるた

め、住居手当を支給できるよう改正します。 

 〇 給料表の改定（別表第１関係） 

職責を担う管理職員に対し、役割に見合った処遇を確保することや、早期

に昇格した者に高い処遇を確保することに重点を置き、職務・職責に応じた

俸給体系への刷新を図るため、給料表を改正します。 

第２条 美濃加茂市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例の一部改

正 

〇 暫定再任用職員に係る適用除外について（附則第１０項） 

複雑・高度化する行政課題に的確に対応するため、高齢層職員の能力及び

経験の活用が進められてきており、給与面でも更に支援する必要があるた

め、住居手当を支給できるよう改正します。
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◎ 施行期日等（附則）

〇 施行期日等（第１項）

   この条例は、令和７年４月１日から施行します。 

〇 号給の切替え（第２項）

   改正後の給料表における号給は、附則別表に基づいて切替えます。 

〇 号給の調整（第３項）

   切替日前の異動者の号給について、必要な調整を行うことができるもの

とします。 

〇 経過措置（第４項） 

扶養手当の改定における経過措置として、令和７年度の配偶者に係る手

当を３，０００円、子に係る手当を１１，５００円とします。 
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〔議第１１号〕 

   美濃加茂市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例について 

【議案書：５０頁】 

◎ 改正の概要 

〇 法改正情報 

〇 条例改正趣旨 

育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法

律が改正されたことに伴い、所要の改正を行うものです。 

◎ 改正の主な内容 

○ 引用条文の改正（第１９条関係） 

   第１９条第３項中の引用する「第６１条第３２項において読み替えて準

用する同条第２９項」を「第６１条の２第２０項」に改めます。 

◎ 施行期日（附則） 

  この条例は、令和７年４月１日から施行します。 

公布された法令 育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働

者の福祉に関する法律及び次世代育成支援対策推進

法の一部を改正する法律（令和６年法律第４２号） 

条例改正に影響 

する施行日 

令和７年４月１日 

改正された法令 育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働

者の福祉に関する法律（平成３年法律第７６号） 

条例改正に影響 

する条 

第６１条の２ 
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〔議第１２号〕 

美濃加茂市職員の勤務時間、休暇等に関する条例等の一部を改正する条例に

ついて 

【議案書：５２頁】 

◎ 改正の概要 

〇 法改正情報１ 

〇 法改正情報２ 

〇 条例改正趣旨 

育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律

及び地方公務員法の一部を改正する法律が改正されたことに伴い、所要の改

正を行うものです。 

◎ 改正の主な内容 

第１条 美濃加茂市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部改正 

○ 深夜勤務及び時間外勤務の制限（第８条の３関係） 

   深夜勤務及び時間外勤務の制限を請求できる職員の要件を３歳に満たな

い子のある職員から小学校就学の始期に達するまでの子のある職員に改正

します。また、介護を必要とする家族がいる職員の深夜勤務及び時間外勤務

の制限について準用できるよう改正をします。 

〇 職員に対する意向確認等（第１６条の３関係） 

介護離職に至ることを防止するため、仕事と介護の両立支援制度の個別

公布された法令 育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働

者の福祉に関する法律及び次世代育成支援対策推進

法の一部を改正する法律（令和６年法律第４２号） 

条例改正に影響する施

行日 

令和７年４月１日 

改正された法令 育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働

者の福祉に関する法律（平成３年法律第７６号） 

条例改正に影響する条 第１６条の８、第２１条 

公布された法令 一般職の職員の給与に関する法律等の一部を改正す

る法律（令和６年法律第７２号） 

条例改正に影響する施

行日 

令和７年４月１日 

改正された法令 地方公務員法の一部を改正する法律（令和３年法律

第６３号） 

条例改正に影響する条 附則第９条 
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周知と意向確認を実施しなければならないことを規定します。 

 〇 勤務環境の整備に関する措置（第１６条の４関係） 

仕事と介護の両立支援制度を強化するため、職員に対し、制度等に関する

早期の情報提供や研修の実施をしなければならないことを規定します。 

第２条 地方公務員法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に

関する条例の一部改正 

 〇 引用条文の改正（附則第２項関係） 

附則第２項中の引用する「附則第９条第３項」を「附則第９条第２項」に

改めます。 

◎ 施行期日等（附則） 

〇 施行期日（第１項） 

 この条例は、令和７年４月１日（以下「施行日」という。）から施行し

ます。ただし、附則第２項の規定は、公布の日から施行します。 

〇 経過措置（第２項） 

   請求手続については、施行日前においても行うことができることとしま

す。 
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〔議第１３号〕 

   美濃加茂市一般職の任期付職員の採用等に関する条例等の一部を改正する条

例について 

【議案書：５６頁】 

◎ 改正の概要 

令和６年８月８日に行われた人事院勧告に基づき、公務全体として能力・実

績に基づく人事管理を進める中で、特定任期付職員も、勤務成績を適時のタイ

ミングで給与に反映し、支給額のメリハリを柔軟に付けることが適当である

という趣旨から、人事評価の結果等に応じて支給される勤勉手当を支給でき

るように改正します。 

また、勤勉手当の支給に伴い、特定任期付職員業績手当を廃止します。 

◎ 改正の主な内容 

第１条 美濃加茂市一般職の任期付職員の採用等に関する条例の一部改正 

○ 特定任期付職員業績手当の廃止について（第７条関係） 

特定任期付職員業績手当を廃止します。 

第２条 美濃加茂市一般職の任期付職員の採用等に関する条例の一部を改正

する条例の一部改正

○ 期末勤勉手当の支給率について（第９条関係） 

令和７年度の期末手当の支給月数を０．９５月、勤勉手当の支給月数を

０．８７５月とします。 

【参考】期末勤勉手当の見直し 

区 分 
現行 

（R6.4.1時点） 

改正後 

（R6.12.1時点） 

改正後 

（R7.4.1時点） 

６月 

支給割合 

期

末 
１．７０月 

期

末 
１．７０月 

期

末 
０．９５０月 

勤

勉 
－ 

勤

勉 
－ 

勤

勉 
０．８７５月 

１２月 

支給割合 

期

末 
１．７０月 

期

末 
１．７５月 

期

末 
０．９５０月 

勤

勉 
－ 

勤

勉 
－ 

勤

勉 
０．８７５月 

合 計 ３．４０月 ３．４５月 ３．６５月 
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◎ 施行期日（附則） 

  この条例は、令和７年４月１日から施行します。 
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〔議第１４号〕 

   美濃加茂市会計年度任用職員の報酬等に関する条例の一部を改正する条例に

ついて 

【議案書：５８頁】 

◎ 改正の概要 

会計年度任用職員の報酬について、職種ごとに上限を設定していましたが、

昨今の社会情勢に適切に対応するため、一律に上限を設定します。 

◎ 改正の主な内容 

○ 報酬の上限の改定（第２条関係） 

   会計年度任用職員の報酬の上限を規定します。職種ごとに上限を設定し

ていた別表を削ります。 

◎ 施行期日（附則） 

  この条例は、令和７年４月１日から施行します。 
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〔議第１５号〕 

   美濃加茂市小学校及び中学校の設置等に関する条例の一部を改正する条例に

ついて 

【議案書：６０頁】 

◎ 改正の概要 

公の施設使用料の見直しに併せて、学校施設の目的外使用（学校開放）に

係る使用料の見直しを行うものです。 

◎ 改正の主な内容 

〇 目的外使用許可の明記（第２条関係） 

  学校施設については、学校教育に利用するための施設であることから、社

会教育等のために使用する場合は、目的外使用であることを明記しました。

○ 使用許可基準の整理（第３条関係） 

  教育委員会が使用許可をしない場合の基準について、他の公の施設を参

考に次のとおり整理しました。 

 (1) 公の秩序又は善良な風俗を害するおそれがあると認めるとき。 

 (2) 学校施設を損傷し、又は滅失するおそれがあると認めるとき。 

 (3) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第２条第２号に掲げる暴力団その他集団的に又は常習的に暴力的

不法行為を行うおそれがある組織の利益になると認められるとき。 

 (4) 学校の管理及び運営に支障があると認めるとき。 

 (5) 営利を目的とした興行等に類する行為であると認めるとき。 

 (6) 前各号に掲げる場合のほか、教育委員会が適当でないと認めるとき。 

○ 使用料の取扱いについての整理（第４条関係） 

  使用料の取扱いは、市長の権限であることから、徴収・還付・減免につい

ては、市長が行う旨を明記しました。 

○ 使用に係るルールの追加（第５条から第７条まで関係） 

学校施設の使用の際に発生する使用権の取り扱いや原状回復義務につい

て追加しました。 

○ 損害賠償義務の追加（第８条関係） 

学校施設、備品等を損傷・滅失した者に対する損害賠償義務について追加

しました。 

○ 使用料の額についての見直し等（別表関係） 

  学校施設の使用料を次のとおり見直し、社会教育分野のニーズに迅速か

つ柔軟に対応できるよう、屋内運動場及び屋外運動場以外の学校施設につ

いては規則に委任することとしました。 
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区分 単位 金額

屋内運動場 半面 ２時間 ５００円

全面 ２時間 １，０００円

屋外運動場 全面 ２時間 １，２００円

その他規則で定める

施設 
２時間 

１，０００円

の範囲内にお

いて、別に規

則で定める額

◎ 施行期日等（附則） 

〇 施行期日（第１項）

この条例は、令和７年４月１日から施行します。ただし、別表の改正は、

令和８年４月１日（以下「施行日」という。）から施行します。 

〇 経過措置（第２項）

   この条例による改正後の別表の規定は、施行日以後の使用に係る使用料

について適用し、同日前の使用に係る使用料については、なお従前の例によ

るものとします。 

〇 準備行為（第３項）

   学校施設の使用に関し必要な準備行為は、施行日前においても、行うこと

ができるものとします。 
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